
 

令和６年度福島県福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金（障がい児施設等）交付要綱  

 

（趣旨） 

第１条 福島県は、令和５年度福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金実施要綱（令和６

年２月８日付けこ支障第２６号こども家庭庁支援局長通知）（以下「実施要綱」という。）

に基づき、令和６年度障害福祉サービス等報酬改定での対応を見据えつつ、福祉・介護

職員の人材確保という喫緊の課題に対応するため、令和６年２月から５月までの間、収

入を２％程度引き上げるための措置を実施することを目的として、実施要綱及び福島県

補助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第１０７号。以下「規則」とい

う。）並びにこの要綱に定めるところにより、予算の範囲内で交付金を交付する。 

 

（交付の対象及び交付額） 

第２条 交付金は、実施要綱に規定する事業（以下「事業」という。）を行う場合に必要な

経費のうち、別表に定める額について、福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算を算

定する福島県内に所在する障害児通所支援事業所又は障害児入所施設（以下「事業所」

という。）を運営する法人等（以下「補助事業者」という。）に対して交付するものとし、

その額は、予算の範囲内において知事が定める額とする。 

 

（申請書の様式等） 

第３条 規則第４条第１項の申請書は、令和６年度福島県福祉・介護職員処遇改善臨時特例

交付金交付申請書（第１号様式）によるものとし、その申請期限は知事が別に定める日と

する。 

２ 規則第４条第２項第２号に規定する別に定める書類は、次のとおりとする。 

（１）令和６年２月からの福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金処遇改善計画書（実施

要綱別紙様式２－１） 

（２）福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金計画書（施設・事業所別個表）（実施要綱別

紙様式２－２） 

 

（交付金の交付の条件） 

第４条 知事は交付の決定をする場合において、次の条件を付すものとする。 

（１）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合は、知事の承認を受けなければ

ならない。 

（２）規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更は、次のとおりとする。 

  ア 実施要綱７（４）に定める事項以外のもの。 

  イ 補助対象経費の減額 

  ウ 補助対象経費の費目間の流用で２０％以内の変更。 

（３）事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

（４）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、す

みやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

２ 規則第６条第１項第５号に規定する別に定める事項は、次のとおりとする。 

事業の対象経費と重複して他の補助金等の交付を受けてはならないこと。 

 



 

2 

（変更の承認） 

第５条 規則第６条第１項第１号及び第２号の規定に基づき知事の承認を受けようとする

場合は、令和６年度福島県福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金変更（中止・廃止）承

認申請書（第２号様式）を知事に提出しなければならない。なお、必要に応じて実施要綱

別紙様式２－１及び２－２を添付しなければならない。 

２ 実施要綱７（４）に定める変更の届出については、前項に定める第２号様式を用いて

届出を行うものとし、実施要綱に定める変更届出書（別紙様式４）の提出は不要とする。 

 

（申請を取り下げることができる期日） 

第６条 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付の決定の通知を受理した日

から起算して１０日を経過した日とする。 

 

（交付金の交付） 

第７条 知事はこの要綱に定める交付金について、原則概算払いの方法により補助事業者

に対し直接交付する。ただし、令和６年２月及び３月サービス分については、同年４月

サービス分と合わせて交付するものとする。なお、概算払いにあたっては、実施要綱５

に基づき福島県国民健康保険団体連合会が算定した額を交付するものとする。 

２ 障害児入所施設について措置費を支弁している補助事業者に対しては、知事が概算払

いにより直接交付するものとする。ただし、令和６年２月及び３月サービス分について

は、同年４月サービス分と合わせて交付するものとする。なお、障害児入所施設に係る

給付費分については、前項の規定により交付するものとする。 

 

（実績報告） 

第８条 規則第１３条の規定による実績報告は、令和６年度福島県福祉・介護職員処遇改

善臨時特例交付金実績報告書（第３号様式）に次に掲げる書類を添えて、令和６年９月

３０日までに行わなければならない。 

（１）令和６年２月からの福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金実績報告書（実施要綱

別紙様式３－１） 

（２）福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金実績報告書（施設・事業所別個表）（実施要

綱別紙様式３－２） 

 

（会計帳簿の整備等） 

第９条 補助事業者は、交付金の収支状況を明らかにした会計帳簿その他の証拠書類を整

備し、事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保存しておかな

ければならない。 

 

附則 

 この要綱は、令和６年３月２２日から施行し、令和５年度分の交付金から適用する。  
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別表 

１ 種目 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 交付率 

 

福祉・介護職員処

遇改善支援事業 

 

実施要綱による 

 

実際に事業所に勤務す

る福祉・介護職員等の処

遇改善に充てられた経

費として実施要綱に基

づき算出された経費 

 

１０／１０ 

 


